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1． TQM （総合品質 マ ネジメ ン ト）か ら

　 TKM （技術ナ レ ッ ジマ ネジメ ン ト）へ

　 1980 年代初 頭か ら ， 90 年代初頭 にか けて ， 米

国企業は，鉄鋼 ，自動車，重工 ，産業機械，電機，

エ レク トロ ニ ク ス ，資材 ・部品産業な どの 基 幹産

業の 分野 にお い て
， 大量生産競争力や新 製品開発

力 の 点で 日本企業 の 挑戦 に押 され 気味で あ っ た．

90 年代初頭，ス イス の ビ ジ ネス ス クール IMD の

世 界競 争力 ラ ン キ ン グ
Ll，

で 目本 は つ い に世 界競

争力総合 第
・位 に輝 い た の で あ る．日 本の 追 い

上 げ に非常 な脅威 を抱 い た米 国の 産官学 の 識 者

は ， 日本 の 技術経営力 （MOT ：Management 　Of

Technology ）を研 究 し始 め た．そ し て 彼 らは 凵

本企業の 技術経営力の 源泉は ， 車や エ レ ク トロ ニ

ク ス などの 量産型技術 製品 の 商品化開発力に ある

こ とに気付 い た
21／
． トヨ タ ，ホ ンダ，東芝，ソ ニ ー，

な ど 目本製造業の技術経営力の 源泉 とは ， 品質管

理 レ ベ ル の 高さ，生産性の 高さ，製品開発力の 強

さにある と結論づ け られた．すなわちTQM （Total

Quality　Management ：総 合品質 マ ネ ジ メ ン ト）

や コ ン カ レ ン ト・エ ン ジ ニ ア リング （Concurrent
Engineering：業務の 同時並行進行 に よ る設計 開

発，生 産一1二程の 短縮化 と生 産性向上 ） こ そが，日

本企業 の 技術経営 の 強み とみ なされ，そ の 認識が

世界的に広 ま っ た．

　90年代以 降 ， 米国の 技術系企業の 有能経営者

た ち は，早速，．h記 ，
日本型 技術経営の 代表で あ

る品質 ・生産性 向．Lと顧客満足達成の技術経営思

想 を導入 し ， 商品開発力強化を図 っ た．

　 米国 の 優 良企 業 は もと もと，個 人の イノ ベ ー

シ ョ ン に依存する両期的新製品の プ ロ トタイ プ開

発力 に優 れて い たが ， さ らに 日本型技術経営 を取

り入れる こ とに よ っ て ， 研 究開発力 と生産技術力

の 両面にお い て バ ラ ン ス の とれ た技術経営競争力

を獲得 して い っ た の で あ る ．そ して ，技術経 営力

が 世界
．．一とうぬ ぼ れ て い た 日本企業は ， 90年代

半 ば以 降，米国企業 に 瞬 く間に追い 抜かれた ，さ

らに ， 日本型技術経営を熱心 に研 究 した韓国 ， 台

湾，中国の 新参企業に猛追され る結果 とな っ た の

で あ る．今で は ， 目本企業は 「前 門の 虎 ， 後 門の

狼」とい う挟撃を受 ける状況に追 い 込 まれ て い る．

ちなみに ，前記，IMD 世 界競争力 ラ ン キ ン グ で

2002年 ， H 本は 30位 まで転 落 して しまっ た．

　21 世紀， 日本企 業が 再 び，技術経営 の 競争力

を向上 させ るに は，TQM や コ ン カ レ ン ト ・エ ン

ジニ ア リ ン グ な ど の 日本型技術経営に とどま っ て

い て は不十分で あ り，新 た な技術経営を模索 ，構

築する必要に迫 られて い る．そ こ で ，われわれは ，

TQM に並ん で ，
　 TKM （Technology 　Knowledge

Management ：技術ナ レ ッ ジ マ ネジ メ ン ト） の構

築を提言 して い る．TKM とは端的に言 え ば ， 知
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識 ベ ース の 先進的技術経営を意味す る．

2． 日本企業 に お け る TKM の課 題

　多 くの 冂本企業 （以 降，ギに 製造業を指す） は ，

長期に渡 っ て 確 立 さ れ た 自社内の 技術 資源体系

を標準化す る こ とに よ っ て ， 製品の 高品質化 を達

成 して い る．また ， 伝統的 日本企 業は ， イ ン タ
ー

ネ ッ トが普及する以前 か ら技術的知 的財産 の デ
ー

タ ベ ース 化 に取 り組 ん で きた．そ して技術標 準化 ，

製品標準化 も徹底的に行われて い る ．

　と こ ろ が
，
90 年代半ば ， イ ン タ

ーネ ッ ト時代

の 到 来 に よ っ て IT （lnformation　Technology）

革命が起 きた 後 ， 日本企業が ， 米国の 競合企業に

大 きく引 き離 され たケ
ー

ス も少 な くない ．その 敗

因は，先進的技術 経営方法論の ひ とつ
， TKM へ

の 転換 に乗 り後れ た こ とにあ る の で は ない か と推

測で きる．多 くの 日本企 業の 間で は ， イ ン タ
ーネ ッ

ト登場以 前に ， 閉鎖的 イン トラネ ッ トが導入さ れ

て い た．閉鎖的 イン トラ ネ ッ トは技術資産 の 機密

性 を重視す る 囗本企業 の 体 質に非常 に適合 して い

た． しか し ， そ の 閉鎖的で 硬直的な IT シ ス テ ム

に こ だ わ る あ ま り， ウ ェ ッ ブ ベ ース の 先進的 IT

化 を遅 らせ た と い える．

　図表 1 には，世 界主要地域 にお け る IT 導入 率

の 国際比較を示すが ，イ ン タ
ーネ ッ ト時代 に な っ

て世 界的 に 普及 した ERP （Enterprise　Resource

Planning），
　 SCM （SupPly　Chain　Management ），

CRM （Customer 　Relationship　Management ），

あ る い は KM （Knowledge　Management ）な どの

先進 的 IT シ ス テ ム の 領域 で は ， 日本 企業は，欧

米企業はお ろ か，ア ジ ア 企 業に まで も後れ をと っ

て しま っ て い る．ただ し ， イ ン タ ーネ ッ トが 普

及す る前の イ ン トラ ネ ッ ト，
エ キ ス トラ ネ ッ ト時

代に導人 された CAD （Computer−Aided　Design）

あ る い は ， EDI （Electronic　Data　lnterchange）

な ど伝統 的 IT シ ス テ ム で は 日本企業 の 導入率 は
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図表 1　 世界 の 地域別 IT導入 率
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高 い ．こ の こ とは多 くの 日本企業で は，イ ン タ
ー

ネ ッ ト時代 にふ さわ し い ウ ェ ッ ブ ベ ース の 先進的

IT シ ス テ ム （ERP ，　SCM ，
　CRM

，
　 KM な ど）の 導

人 に向けた 更新が進ん で い ない こ とを意味す る．

　 と こ ろ で 企業が 知識 ベ ース の 技術 経営 を効率よ

く実践する た め に は，最先端 の IT シ ス テ ム を フ

ル に活用 して技術 ナ レ ッ ジ マ ネ ジ メ ン ト （TKM ：

Technology　Knowledge 　Management ） 体制を構

築す る こ とが不可欠で あ る．TKM は，特 に先端

技術 マ ネジ メ ン トが 必須の先進企業の 場合 ， 技術

経営の 中核業務 となる ．

　 と こ ろが ， 現状 では 図表 1 に示す よ うに，H本

企業は IT ベ ー
ス の KM 構 築に ， 残念 なが ら後れ

を と っ て い る の で ある．70 年代 以 降 ， 今 日まで
，

IT シ ス テ ム 投資に極 め て 熱心 で あ っ た 囗本企 業

が ， 図表 1 に 示 す ように ， 欧米企業 と比 べ て も，

また ア ジ ァ 企業 と比べ て も，イ ン タ ーネ ッ ト時代
へ の 適応 に後れ をと っ て い るようにみ える の はな

ぜ で あろ うか．その原 因を推察する に，前 記の 日

本型技術経営で
一
時，世界

一
の 競争力を達成 した

H 本企 業の 伝統的経営 ス タイル にあ る の で はな い

か．当時の 日本企業は，社員の 長期 雇用 に よる 囲

い 込み ，企 業秘密の 厳守，系列取引な どの 閉鎖的

商習慣 を特徴 として い た．そ の た め ，イ ン タ ーネ ッ

ト到来以前に普及 した 閉鎖的 イン トラ ネ ッ トや エ

キ ス トラ ネ ッ ト （系列取 引ネ ッ トワ
ー

ク ）の IT

化 シ ス テ ム が 日本企 業の 経営体質に 非常 に フ ィ ッ

トし て い た か らで は ない だ ろ うか．

　 こ の 企業体質が ， 日本企業の ウ ェ ッ ブ ベ ース の

TKM 体制の構築 を遅 らせ た と思 われる．

　90 年代 ， イ ン タ ーネ ッ ト普及後 も， 日本 企業

の 多 くは ， 米国企業に次 い で 多額の 研究開発 費を

使用 して い る ．そ して 有能な技術 開発 者や研究開

発者を大量に雇用 して い る，そ の 証拠に
， 凵本は

技 術競争力に限 っ て 言 えば ，前記 IMD 世界競争

力 ラ ン キン グ で ， 米 国に次 い で ， 世界第二 位 を維

持 して い る． しか しなが ら
， その 割に は

， 技術イ

ノ ベ ー
シ ョ ン の 成 果は十分 出て い な い ．90 年代

に
， 口本 国家の 産官学にお ける研 究開発の 知 的生

産性 の 急激 な低 ドが起 きて い る こ とが統 計的に証

明 され て い る
3）
．こ の 原因分析は簡単で は な い が ，

そ の 原因の ひ とつ に は，知識 ベ ース の TKM の 実

行体制の 後れ に よる技術開発力の 相対 的弱体化 に

ある と思われ る．なぜ な ら
， 現在の 日本はすで に

知識社会に突入 して い る とみ なせ るか らで ある．

す なわ ち ，
21 世紀初頭現在 の 口本 は米 国に次 い

で 世界第二 位の GDP （国 内総生産） を誇る経済

大 国で あ り， ものづ くり主体の 工 業化社会か ら知

識 ベ ー
ス の 脱工 業化社会 に 脱皮 して い る国家で あ

る とみ なせ る の で あ る．

3．技術経営にお け る TKM とは

　 以 下に，わ れわれの 提唱 して い る TKM コ ン セ

プ トとは何か に つ い て 述べ る．

　 図表 2 に技術経営 にお ける技術戦略 プ ロ セ ス と

技術 経営 方法論の体系を示す．TKM とは，こ の

技術戦略 プ ロ セ ス を効率 よく回すため の 方法論の

ひ とつ で ある とみ なす こ とが で きる．す なわ ち ，

経営戦略立案，事業戦略立 案，戦略技術課題の 抽

出，技術戦略立案， 技術戦略実行 ， 技術評価，技

術資産化 ， 経営戦略へ の フ ィ
ー

ドバ ッ ク の 各プ ロ

セ ス を ， TKM の 導人 に よ っ て効率 よ く回す過程

で
，

企業の 技術競争力が強化 され る の で ある，

　 そ の 意味で ，TKM の 日的 と は
，

こ の 競争優位

の 技術戦略プ ロ セ ス の 知的生産性 を極限まで高め

る こ とにある，

　 図表 3 に は，世 界の優 良企業 にお ける TKM ベ

ス トプラク テ ィ ス を示す．

　 本図は ， 米国の 優 良企 業 19 社の ナ レ ッ ジ マ ネ

ジ メ ン ト調査 結果 （Ross　Ar皿 brecht，2001） を

筆者が ， 特性要因図に モ デ ル 化 した もの で ある．

　上 記の 調査 対象企 業 の 多 くは
， 無数 の 有価化

合物 を扱 う総合化 学メ ー
カ
ー

や医薬 メ ーカーで あ

る ．こ れ らの 業種 の 企業 は ， 他 の 業種 の 企業に比

べ て ，技術情報デ
ー

タベ ース 構築とそ の 活用体制

の 構築が ，競争優位 を確保す るため に最重要の 技

術経営課題 となる．

　図表 3 に おける KM ベ ス トプ ラ ク テ ィ ス とは ，

「技術戦略プ ロ セ ス の 知的生 産性 を ， IT を活用す

る こ と に よ っ て 極限 まで 高め る こ と」で ある と言
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い 換 える こ とが で きる，

　 グ ロ ーバ ル 優 良企 業 に と っ て の TKM とは ，

KM （ナ レ ッ ジ マ ネ ジ メ ン ト）技術の 競争力強化

で ある と同時 に，KM で扱 う技術 資源 （戦略技術

体系 ある い はキ
ー

テ クノ ロ ジー）その もの の 技術

資産化 とそ の 有効活用 で あ る．

　図表 3 に示 した KM ベ ス トプ ラ クテ ィ ス とは ，

TKM の 活用 が も っ と も進 ん だ優 良 企業 の 技術

経営体制で あ る とみ な して よ い ．世界 の 先 進的

TKM 企業 は ， 高付加価値の 創造的事業 に成功す

るため に ， 創造的人材の 潜在的知 的能力を最大限

引き出そ うとす る戦略的意図が 明確で ある ．

　日米 欧 などの 先進 国に お い て は，21 世紀 ， 知

識 ベ ース が 企 業 競争力 の 源泉 とな る の で ，知識

ベ ース の 技術経営に成功で きな い 企 業は
， 少な く

ともグ ロ
ーバ ル競争には生 き残 れ ない の は 自明で

ある．

4．イン ターネ ッ トの 本来の 目的 とは

　 ナ レ ッ ジマ ネジメ ン トの 実現

　イン タ
ー

ネ ッ トの 基本技術 は ， もともと， ア
ー

バ ネ ッ トとい う米 国連邦政府 の 国防ネ ッ トワ
ー

ク

技術か らの技術移転 （デ ィ フ ェ ン ス ・
コ ンバ ージ ョ

ン）で ある．しか しなが ら ， そ の 技術開発の 究極

の 目的は，IT ベ ース の ナ レ ッ ジ マ ネジ メ ン トの 実

現 にあ っ た と思 わ れ る．その 経緯を以下 に述べ る．

　図表 4 に は高度知的組織の 概念図 を示す．なお

本図の オ リ ジナ ル は，SRI （元ス タ ン フ ォ
ー

ド大

学付属研究所，現 在の SRI イ ン タ
ー

ナ シ ョ ナル ）

の 元研究員で ，イ ン ターネ ッ ト技術体系 の 開発者

の ひ と り， ダ グラ ス ・エ ンゲル バ ー ト博士が作成

し て い る
4／，
．

　こ の 概 念こ そ，技術系企 業の 知的業務プ ロ セ ス

の知識 ベ ー
ス 化 を指 して い る，す なわ ち，われ わ

れ の 提唱する TKM コ ン セ プ トの 原型で ある．本

概念 は ， 米国サ ン フ ラ ン シ ス コ 湾 ブ リ モ ン トにあ

るブ ー トス トラ ッ プ研 究所に よ り，提案 され て い

ヒュ
ー

マン・システム：

●規範化

●組織化
●思考回路確立

●習慣付け

● 方法 論關 発

●言語 活用

●行動 練理

●基準化

●技能
● 知識

●教育
●訓練

知識化フ 醜 ス： 　　
　　
　　
　　

く扁

　　
　　
　　
　　
　　

外部惰報 ：

・文献、論文
・企業情報
・
市場調査報告
・供給者情報
・
顧客情報
・競合情報
・産業動肉
・
外部技術
・外部尊門家

出所 ：幽 隧搏英［1998］『7
’一・

トストラップ・アライアンス・ヅヤパ壗 注豁 ：元 SRI研 究員、ダグラス・エンゲ勘 ベート博士文献より作成

　　　　　　　　　　　　　　　 図表 4　 高度知的組織の 概念
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る．1司研究所 は 21世紀型 高度知的組織論 を研 究

し て い る ，本研 究 は 21 世紀 イ ン タ ーネ ッ ト社会

にお ける組織の あるべ き姿 を指 し示す重要な研 究

で ある．なぜ な ら，こ の 研究 を主宰 して い る の が ，

イ ン タ
ーネッ ト基本技術 を発 明 した ダ グ ラ ス ・エ

ン ゲ ル バ ー
ト博士 だ か らで ある．こ れ らの 事実か

ら ，
エ ン ゲ ル バ ー ト博士の イン タ ーネ ッ ト技術 開

発 の 究極の 目的が TKM の 実現 にあ っ た と読み取

る こ とがで きる。

　 ダグ ラ ス ・エ ン ゲ ル バ ー
ト博 士 は 1960年代後

半 ，
SRI に て ，今日 の イ ン タ

ーネ ッ ト基本技術 の

ほ とん どを開発 した天才的研究者で ある．彼が構

想した イ ン タ
ーネ ッ ト ・コ ン ピ ュ

ー
テ ィ ン グ の コ

ン セ プ トの 実現 に応用 され た技術群 とは ，マ ウ ス ，

カ
ー

ソ ル
， ア イコ ン

，
ハ イパ ー

テ キス ト，
マ ル チ

ウ ィ ン ドウ ，電子 メ ール
， イ ン ターネ ッ ト ・ア ド

レ ス （ドッ トコ ム な ど），パ ケ ッ ト通信，グ ル ー

プ ウ ェ ア な どであ る．つ ま りエ ン ゲ ル バ ー ト博士

は
，

イ ン タ ーネ ッ トに不 可欠 な
一連 の 技術群 の 天

才的発明者で あ り， か つ 応用 開発者で ある ．

　 エ ンゲ ル バ ー ト博十 は イ ン タ
ー

ネ ッ ト技術 の

開発当初 か ら ， イ ン タ ーネ ッ トを軍事通信 ネ ッ

トワ
ー

ク用 で は な く，グ ル ープウ ェ ア に利用する

と い う技術 開発 ゴ ール を明確 に持 っ て い た の で

あ る．グル ープ ウ ェ ア とは ネ ッ トワ ーク ．ヒで 複数

の 開発者が チ
ーム ワ

ー
クで コ ン テ ン ツ 開発する作

業環境 を指す．グ ル ープ ウ ェ ア を実現す るため に

はハ イ パ ー
テ キ ス ト （文字，画像，音声 などの 総

合的デ ジ タ ル 情報表示形態）の 受送信が 不可 欠 と

なる ．

　SRI は 1960年代後半，ハ イパ ー
テ キ ス ト開発

と同時にイン ターネ ッ トの 前身，ア ーバ ネ ッ トの

通信プ ロ トコ ル TCP ／IP ，
パ ケ ッ ト通信 などの 技

術開発 を国防総省の 依頼で実施 して い た、そこ で ，

エ ン ゲ ル バ ー ト博 士 は ハ イパ ー
テ キス トとイ ン

ターネ ッ トを組み合 わせ る こ とに よっ て，グ ロ
ー

バ ル 規模の グ ル ープ ウ ェ ア 環境が実現す る と考え

た．ちなみ に ハ イパ ー
テ キ ス ト技 術 は現在 OHS

（Open 　Hyper −document 　System） として 発展 し

て い る ．

TKM 〔：技術ナ レ ッ ジ マ ネ ジ メ ン ト） の構 築　　9

　OHS の 概 念は ， 世 界巾の 人が全 く障害 な くあ

らゆ る情報 をシ ェ ア す る環境 を実現す る こ とで あ

る．OHS と は ま さに現在 の イ ン タ ーネ ッ ト世界

そ の もの で ある．イ ン タ
ーネ ッ ト普及 に よっ て，

グ ル
ー

プ ウ ェ ア 適用範囲は コ ン ピ ュ
ー

タ
・

ソ フ ト

開発 か ら組織業務全体 に拡人する こ とが で きる よ

うにな っ た．しか も異分野 ， 異業種の 共同開発が

グ ロ ーバ ル 規模で 実行で きる の で あ る．現在，こ

の よ うな横断的協業形態は コ ラボ レーシ ョ ン と呼

ばれて い る．た とえば ， ウ ィ ン ドウ ズ に対抗す る

汎 用 OS （Operation　System） の リナ ッ ク ス は，

こ の よ うな コ ラボ レ
ー

シ ョ ン の 代表的成功事例 で

あ る と い える．こ の ように ，イ ン ターネ ッ トの 発

達 に よ りコ ラボ レー
シ ョ ン の パ ラ ダイム が大 きく

広が っ た と言える．まさに イ ン タ
ーネ ッ ト社会革

命が起 きて い る ．

　イ ン タ
ーネ ッ ト社会革命の 最 も代表的な事例が

図表 4 に示 す ような 「高度知的組織」の 出現で あ

る とエ ン ゲ ル バ ー ト博士は考 えて い る．イ ン ター

ネ ッ トはその ような社会を実現す るた め の 手段で

あ る．

　 こ の 紅 織 は Augmentation　System に よ っ

て 成立 す る と エ ン ゲル バ ー ト博 上 は 主 張 す る，

Augmentationと は 「自己増殖」あ る い は 「自律

的成長」を意味する．従っ て 高度知的組織 とは 「自

律 的 ， 自動的 に能力が 向上 する躍動組織」と定義

され る．また ，
こ の 組織は CODIAK プ ロ セ ス に

よ っ て ダ イ ナ ミ ッ ク に 機能する．さて CODIAK

と は Concurrent　Development （同 時 進 行 開

発 ）　と Integration （統 合 化 ）　と Application　of

Knowledge （知識の 応用）の 複合語で あ る．ち な

み に ， 日本型技術経営の 代表 ， TQM で は PDCA

（Plan，　 Do ，　 Check，　 Action）サ イ ク ル が基 本で

あ るが ， TKM で は CODIAK が基本で ある．

　PDCA が 改善 （Kaizen） を重視す る の に対 し，

CODIAK は知識 ベ ース の イ ノ ベ ー
シ ョ ン を重 視

する．

　 CODIAK プ ロ セ ス を機能させ る た め に は ， あ

らゆる人間 の 知識を総動員す る必 要が あ る．組織

人 の 知恵を結集して知識化 を推進す る こ とに よ っ

N 工工
一Eleotronio 　Library 　
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て 知的組織力が 向上 す る の で ある．

　イ ン タ
ーネ ッ ト活用 の ナ レ ッ ジ マ ネ ジ メ ン ト環

境 を確 立す れば
， 小規模企業で も， 全 世界に社員

を分散配置 し ， 世界中か ら知恵を結集す る こ とが

で きる．特に コ ン テ ン ツ 開発，製品開発，設計 な

ど知的業務 の パ フ ォ
ー

マ ン ス を飛躍的に向上させ

る こ とがで きる．しか も異文化，多言語の グ ロ ー

バ ル 集団が 高度知 的組織 を形成 で きる ように な っ

た．ち なみ に ， グ ロ
ーバ ル競争社会に おける コ ラ

ボ レ
ー

シ ョ ン は英語が共通言語 とな っ て い る．そ

の ため 英語が知識デ
ータ ベ ース に使われ る こ とが

多い ．

5．TKM に お ける技術資産化プロ セ ス の

　 重要性

　 図表 4 に お ける知 的業務 プ ロ セ ス （CODIAK

プロ セ ス） を ダイ ナ ミ ッ ク に回 す過程 にお い て ，

技術投資に よ っ て 得 られた技術資産が累積されて

い く．そこ で 累積 ・蓄積 され る技術資産や技術 ナ

レ ッ ジは，企業の 技術競争力強化 の ため に有効活

用 しなけれ ば な らな い ．

　その ため に技術 資産 あるい は技術 ナ レ ッ ジをイ

ン ターネ ッ ト活用 の TKM （技術 ナ レ ッ ジマ ネジ

メ ン ト）体制で有効活用する ため に は技術 マ ッ プ

を作成 して デ
ータ ベ ース化す る必要が ある．

　図表 5 に技術 マ ッ プ の デ
ー

タ ベ ー
ス化プ ロ セ ス

を示す．技術 資産化の ため に は，まず ， 技術企画

部な ど技術戦略 、玩案部門が戦略技術を抽出し て ，

技術 マ ッ プ を作成する．

　CODIAK プ ロ セ ス に よ っ て ， 資産化 され た技

術 を技術 マ ッ プ上 にプ ロ ッ トし ， 個 々 に戦略技術

データベ ース を構 築す る．その デ
ータベ ース に は，

属性情報 として研 究所の報告言 ， 開発プ ロ ジ ェ ク

ト報告書，技術専門家入材情報 （社内専門家，社

外専門家），外部情報 （論文 ， 専門誌，企業情報 ，

外部情報デ
ー

タベ ー
ス

，特許など知的財産権情報）

技衝マ ツ

作成

爨

細 細
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図表 5　 技術資産のデータベ ース 化
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TKM （技術 ナ レ ッ ジマ ネジメ ン ト） の 構築　 　 1⊥

を含 む．

　図表 5 に示す ような技術情報デ
ー

タベ ー
ス を構

築すれば，事業 部部 門の技術 者や 専門家が 業務 に

必 要な技術情報を自由に活用する こ とが で きる．

　技術 デ
ータ ベ ース は 企業 内 の 他 の 情報デ

ー
タ

ベ ー
ス （顧客情報 ， 取引先情報 ， 市場情報な ど）と

関連づ けて デ ータベ ース 化する こ とが 望 ま し い ．

　情報検索者が ， 業務上 の 必要 に 応 じて
， 欲 しい

情報を 自由に人手で きる体制が理想的である．

　 上述の ような技術資産の デ
ータベ ース 化プ ロ セ

ス とは ， 図表 4 にお ける技術 業務プロ セ ス の 知識

化 ，すなわ ち図表 5 に示すよ うな技術知識や技術

資産の デ
ータ ベ ース化 を指す．

　 日本 を代表す る技 術系 の
．
大壬企業 ， 総 合電 機

メ ーカ ー
， 総 合重 T．業 メ ーカ ー，総合化 学メ

ー

カ
ー

， 自動車メ ーカ ーな どは上記の よ うな技術 資

産化プ ロ セ ス を極限 まで 向上 させ なけれ ば ， グ

ロ
ーバ ル 競争 に到底 ， 勝て な くな っ て い る．

6．ナ レ ッ ジセ ン ターの構築が急務

　 TKM 実現 の 視点か ら日本企業の 技術 開発競争

力 を回復 させ る鍵 は，図表 6 に示す よ うなナ レ ッ

ジ セ ン タ ー
の 構築が 急務で ある と考え る ．

　技術 デ
ー

タ ベ
ー

ス をすべ て の 技術開発 者が 技

術 ナ レ ッ ジ向上に敏速に活用す る には ，ナ レ ッ ジ

セ ン ターを確立 して 全社 ナ レ ッ ジマ ネジ メ ン ト実

行体制 を機能 させ る こ とが求め られ る．ナ レ ッ ジ

セ ン タ
ーを設置する こ とに よ っ て TKM （技術ナ

レ ッ ジマ ネジ メ ン ト）を効率的に実行する こ とが

で きる．

　 ナ レ ッ ジ セ ン タ
ー

で は TKM の み な らず ，

ERP 　（Enterprise 　Resource 　Planning），　 SCM

（Supply　Chain　Management ）や CRM （Customer

Relationship　Management ）に係わ るすべ て の 企

業情報デ
ー タ ベ ース を統 合的に マ ネジ メ ン トすべ

きで ある．

CEO ：ChiefE

？3＃evtix
’e　Qencer

F

撫 縫企 画

CT◎；技繕経鬱幹部　　　　経欝会議
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CTO ：C脂 ¢fT
。 。hn Ω1。gyO 獺 鵜 r
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エンゾごア1ルグ・センタ
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荘 庫管 理
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・生産鼓 繕管理

物流豺甌
・配 燼 計 画
・
配送手配

顧客満足管理 ：

ワ ィ
ードパ ッケ

・
驤客サ

ーどス

管理

マ→ ラィング計齒：

・商贔企餒

囓 ｛蠶企鶴
・市墻靉豪
’
嚼 驫化醐発

 
」撫 ンゲ外 浹 二

、・ウ魏 プ・み 好 インゲ
　　　　　 、
・粥 レタトヌ

ー
∫レ

一
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・設計／調 達
・生崖／物灘
・杓 パ り讐
・アフタ

ー
母一ビス

物流舛海

魏 灘委託
・集 金 委託
・アフ外 サーゼス

．・広暫 蜜怯
出所 ：虚本尚蔵 29磯 1
『ナレッヅマネゾル トに よる

技術経営担、襪 友舘：14

図表 6　ナ レ ッ ジセンタ
ー ・コ ン セプ ト
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　 さ らに ISO9001 （国際品質 マ ネ ジ メ ン ト規格）

や ISOI4001 （国際環境 マ ネ ジメ ン ト規格）で要

求され る業務 ドキ ュ メ ン トの 登録 ， 発行 ， 管 理，

更新 ， 配信 プ ロ セ ス をナ レ ッ ジ セ ン タ ーで 管理す

る必要がある．

　社 内の 業務担 当者 は業務 に必要 な ドキ ュ メ ン ト

や フ ォ
ーム をナ レ ッ ジセ ン ター

に ア ク セ ス して検

索 し ， ダ ウ ン ロ
ー

ドで きる．また，保管すべ き重

要 ドキ ュ メ ン トもナ レ ッ ジ セ ン タ
ー

で フ ァ イリ ン

グ される ．

　 図表 6 の ナ レ ッ ジ セ ン タ ー ・コ ン セ プ トは バ

リ ュ
ーチ ェ

ーン ・ベ ース で 構成 され て い る．経営・

財務
・人 事などの マ ネジ メ ン ト部門で は，経営

管理 ドキ ュ メ ン トが蓄積 される．研究開発や エ ン

ジ ニ ア リ ン グ セ ン タ ー
（製 品開発 ・開発設計 ・シ

ス テ ム化の 統括 ・所掌部門）な どの 技術開発 ・設

計部門で は，技術 ドキュ メ ン トが 蓄積 され る ．そ

して マ
ー

ケ テ ィ ン グ ・調達 ・生産 ・流通などオ ペ

レーシ ョ ン部 門で は SCM ドキ ュ メ ン トが蓄積 さ

れ る．こ れ らは層別化して デ
ー

タベ ー
ス化さ れ る

が ，相互 に 関連する の で
， 木目細か くリ ン ク を張 っ

て お く．

　例 えば ， 設計変 更が 生 じた ら，関連設計部 門 ，

財務，調達，生 産，品質管理 ， ア フ タ
ーサービ ス

な ど全て の 関連部門 に変更情報が伝達 され る よ う

に な っ て い る．

　 ナ レ ッ ジセ ン タ
ー

の ナ レ ッ ジ マ ネジ メ ン トシ ス

テ ム は情報リ ン クに抜け落ちが起 きない よう常 に

更新 され る ．

　 図表 1 に て 指摘 さ れ て い る 日本企業の 先進的

IT 化 の 後れ は，図表 6 に 示 され る ナ レ ッ ジ セ ン

タ ーを構築す る こ と に よ っ て 容易に取 り戻せ る の

で ある．そ こ で TKM 構築に よ っ て ，ナ レ ッ ジセ

ン タ ーが外部情 報デ
ー

タベ ース とリ ン ク されて い

れば ， 意思決定者 は外 部技術 の ラ イ セ ン ス ，技術

提携，ア ウ トソ ーシ ン グ，企 業買収 な どの 新技術

獲得 オプ シ ョ ン をタ イミ ン グ よ く俊敏に意思 決定

で きる．

　 さて ，新製晶開発は コ ン カ レ ン ト ・
エ ン ジニ ア

リ ン グで実行さ れ る の が 普通 で あ る． コ ン カ レ ン

ト・エ ン ジ ニ ァ リ ン グ と は
，

一般 的に量産品生産

を対象とし ， 製品企 両か ら本格量 産出荷 まで の エ

ン ジ ニ ア リン グ ・プロ セ ス の 最適化 と最短工程化

を実行する こ とであ る．

　 コ ン カ レ ン ト ・エ ン ジ ニ ァ リ ン グを効率 的に

実行する ため には ， 図表 6 に示す よ うなバ リュ
ー

チ ェ
ー

ン ・ベ ース の ナ レ ッ ジセ ン ター ・コ ン セ プ

トに従 っ て TKM （技 術 ナ レ ッ ジ マ ネジメ ン ト）

を着実に実行する こ とが不 可欠 とな る．

　 ち なみ に， コ ン カ レ ン ト ・エ ン ジ ニ ア リ ン グ は

もともとサシ ミ メ ソ ッ ド （同時進行工 程図が トロ

の 刺身の 盛付けに似て い る） と呼ばれ，日本発の

イ ノ ベ ーシ ョ ン ・プ ロ セ ス で あ っ た．

　 しか し現在 ，
コ ン カ レ ン ト ・エ ン ジニ ア リ ン グ

は米国企業の 競争優位領域 とな っ て い る．

7．ナ レ ッ ジポ ータル 構築の 提言

ナ レ ッ ジ マ ネジ メ ン トの イ ン タ
ーネ ッ ト環境

（ウ ェ ッ ブ化 ）をナ レ ッ ジポ
ー

タ ル と呼ぶ が，イ

ン ターネ ッ ト時代 に IT をフ ル に活用 して TKM

を実践す る た め には ， 図表 7 に示す よ うな ウ ェ ッ

ブ ベ ース の ナ レ ッ ジポータ ル 環境 を構築すべ きで

あ る と， われわれ は提 言す る．

　知識社会 を迎 えて ，ナ レ ッ ジ ワ ーカーを大量 に

雇用 して い る知識創造型企業 （知創企業）は，い

か に業務 の 知 的生産性を向上 させ るか が 重要 と

な る．そ の た めナ レ ッ ジ ポータ ル の 構築 は必須 と

な っ て い る．

　 こ こ で ナ レ ッ ジ ワ ーカーとは ， 高度 の 意思決定

に責任 を有す る企 業経営幹部か ら，戦略企 画 マ ン
，

技術 開発 者 ， 研究開発者，ソ フ ト製品 とハ
ー

ド製

品を含む製品開発者な ど広 義の 知的業務者 を意味

す る ．

　こ うして企 業ポータル サ イ トを利用す るナ レ ッ

ジ ワ ーカ ーは ，い つ で もど こ で も仕事が で きる ユ

ビキ タ ス 環境 を享受する こ とが で きる．

　ナ レ ッ ジポ ータ ル 環境に て TKM を全社 に浸透

させ
， 組織 的に企業ナ レ ッ ジレ ベ ル を向上 させ る

ため に は，適材適所で ナ レ ッ ジ マ ネジ ャ
ー

を配置

す る こ とが望 ましい ．
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図表 7　 ナ レ ッ ジポ ータル モ デ ル
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